
 

只
今
、
当
組
合
で
は
、
新
規
組
合
員
を
募
集
し
て
お
り

ま
す
。
お
知
り
合
い
な
ど
の
事
業
所
で
、
ま
だ
、
ご
入
会
頂

い
て
い
な
い
事
業
所
が
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
当
経
営
セ
ン
タ

ー
ま
で
ご
紹
介
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
宜
し
く
お
願
い
致
し

ま
す
。 

 

賛
助
会
員
の
方
は
、
随
時
、
協
同
組
合
へ
の
ご
入
会
を
受

け
付
け
て
お
り
ま
す
の
で
、
お
気
軽
に
事
務
局
ま
で
、
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
宜
し
く
お
願
い
致
し
ま
す
。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 報 令和８年７月号
 

発行所 〒５９０－０９５３  堺市堺区甲斐町東４丁１番１０号  

ＴＥＬ ０７２－２２１－５１１５   ＦＡＸ ０７２－２２１－５０５５ 
Ｅ‐ｍａｉｌ   ｋ ｅ ｉ ｅ ｉ _ｃ ｅ ｎ ｔ ｅ ｒ＠ ｏ ｃ ｋ ｃ 1969． ｊ ｐ  
Ｕ Ｒ Ｌ  ｈ ｔ ｔ ｐ ： / /ｗｗｗ．ｏ ｃ ｋ ｃ 1969． com 

協同組合 大阪中小企業経営センター 
       発行責任者   本 田 浩 基 

税務・労務・行政・法律の 
ご相談と手続きは、当経営センター
まで、お待ちしております。 

★弁 護 士  井 上 健 策 

★税 理 士  本 田 浩 基 

★司 法 書 士  法 常  博 

★社会保険労務士  西 野 ゆかり 

★行 政 書 士  本 田 浩 基 
 

令和８年 ８月１0日（月） 
令和８年 ８月 1２日（水） 
令和８年 ８月 1３日（木） 
令和８年 ８月 1４日（金） 

 

上記の 4 日間夏期休暇のため休業致します。尚、休業中お急ぎの方

は、留守番電話に「貴社名・用件・電話番号」を録音して頂きましたら

後ほど担当者よりご連絡させて頂きます。 



税 務 
 

～はじめに～ 

 令和５年１０月１日より開始されましたインボイス制度ですが、制度開始より特例
が設けられていました。その特例が、令和８年１０月１日以降に割合の変更等となり
ますので、今回お話していきたいと思います。 

 

１．２割特例について 
 

免税事業者がインボイス発行事業者として課税事業者になった事業者について、 

売上に係る消費税から８割の税額を控除した金額を納付額とする特例を言います。 

 

～免税事業者である個人事業者が登録を受けている場合～ 

令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９・１０年 

令和５年１０月１日 

開始 
 

  
２割特例の適用が可能な期間  ３割特例 

          

          

免税 

事業者 

インボイス 

発行事業者 
インボイス発行事業者 インボイス発行事業者 インボイス発行事業者 インボイス発行事業者 

※令和８年１月１日～１２月３１日の期間まで２割特例、令和９年１月１日～令和１０年１２月３１日 

が３割特例による消費税納税額の計算を行うことが出来ます。 

 

※簡易課税制度の適用を受ける場合、２割特例の適用年を受けた翌課税期間であれば、申告

期限までに届出を提出すれば適用されます。 

（令和９年度分であれば令和１０年３月３１日までに提出） 

 

～免税事業者である３月決算法人が登録を受けている場合～ 

令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９・１０年 

令和５年１０月１日 

開始 
 

  
２割特例の適用が可能な期間  特例なし 

          

          

免税 

事業者 

インボイス 

発行事業者 
インボイス発行事業者 インボイス発行事業者 インボイス発行事業者 インボイス発行事業者 

※令和５年１０月１日～令和９年３月３１日の期間まで２割特例による消費税納税額の計算 

を行うことが出来ます。以降は特例の適用はありません。 

 

※簡易課税制度の適用を受ける場合、２割特例の適用年を受けた翌課税期間であれば、申告

期限までに届出を提出すれば適用されます。 

（令和９年４月１日～令和１０年３月３１日であれば令和１０年５月３１日までに提出） 



２．課税仕入れに係る仕入れ税額控除の７．５．３割について 
 
 免税事業者などインボイス発行事業者以外の者から行った課税仕入れにつき、本来
は仕入税額控除を行うことが出来ません。 
 しかしながら、現行では仕入税額控除の特例により８割控除することが認められて
います。今回の改正により、特例適用期間が２年間延長となり、控除の割合につきま
しては下記の通りとなりました。 
 

～控除可能割合の見直し～ 

令和５年１０月１日 
  

令和８年 

１０月１日 
 

令和１０年 

１０月１日 
 

令和１２年 

１０月１日 

令和１３年 

１０月１日 制度の開始  

          

               

 ３年 ２年 ２年 １年  
 

控 

除 

不 

可 

              

 免税事業者等からの 

課税仕入れにつき 
免税事業者等からの 

課税仕入れにつき 
免税事業者等からの 

課税仕入れにつき 

免税事業者等

からの課税 

仕入れにつき 

              

 
８０％控除可能 ７０％控除可能 ５０％控除可能 

３０％ 

控除可能 

               

※この経過措置による仕入税額控除の適用について、免税事業者等から受領する区分 
 記載請求書等と同様の事項が記載された請求書等の保存とこの経過措置の摘要を 
 受ける旨（８０％控除・７．５．３割控除を受ける課税仕入れである旨）を記載し 

た帳簿の保存が必要です。 
 
※基準期間の課税売上高が１億円以下等の事業者で、１万円未満の取引について、 
インボイス不要とする措置については、令和１１年９月３０日までの取引が対象と 
なっています。つまり、令和１１年１０月１日以後の取引には適用できません。 

 

 

３．特定金属くず特例の創設 
 
 金属盗対策法に規定する特定金属くずについて、古物商特例や再生資源特例の対象
から除いた上で、同法上の特定金属くず買受業の届出を行っている事業者が適格請求
書発行事業者でない者から棚卸資産（消耗品を除く）として買い受ける特定金属くず
について、一定の事項が記載された帳簿のみの保存により仕入税額控除を認める特例
の対象に加えることとされました。（特定金属くず特例） 
 特定金属くず特例の適用を受ける場合、帳簿には特定金属くず特例の対象となる旨
及び課税仕入れの相手方の住所地又は所在地の記載が必要となります。 
 
※上記の見直しは、令和８年９月１日以後に行う課税仕入れについて適用されます。 



失業等給付を受給される皆さまへ 

令和７年４月１日以降に離職された場合 

自己都合離職者の失業給付の 

「給付制限期間」が１か月に短縮 
 

令和７年４月１日以降に正当な理由がなく自己都合で退職した

場合の給付制限期間は原則１か月となります。 
 

給付制限期間とは？  

 自己都合退職など、特定の理由で離職した場合に失業給付の受給開始までに一定の

期間が設けられることを給付制限期間といいます。 

 

１）給付制限期間の短縮  

 令和７年３月３１日以前の自己都合離職者に対しては、失業給付（基本手当）の受

給に当たって、待期満了の翌日から原則２か月間（５年間に２回を超える自己都合離

職の場合は３か月）の給付制限期間がありました。 

労働者が安心して再就職活動を行えるようにする観点等を踏まえ、令和７年４月より

給付制限の期間が１か月間に短縮されました。 

 ただし、退職日から遡って５年間で２回以上の正当な理由なく自己都合により退職

し、受給資格決定を受けた場合の給付制限期間は３か月となります。 

 また、自己の責めに帰すべき重大な理由によって解雇（重責解雇）された場合の給

付制限期間は３か月となります。 

 

２）給付制限期間の解除の緩和  

 ハローワークの受講指示を受けて公共職業訓練等を受講した場合、給付制限期間が

解除されますが、令和７年４月からの改正内容は次のとおりです。 

 

・離職期間中や離職日前１年以内に、リスキリングのために自ら雇用の安定及び就職

の促進に資する教育訓練を受けた（受けている）場合は、給付制限が解除されます。 

 なお、給付制限解除の対象となる教育訓練（令和７年４月１日以降に受講したもの

に限る）は下記の訓練です。 

 

① 教育訓練給付金の対象となる教育訓練 

 

② 公共職業訓練等 

 

③ 短期訓練受講費の対象となる教育訓練 

 

④ ①～③に準ずるものとして職業安定局長が定める訓練 

 
 

労務 



基本手当の受給手続きの流れ  

 
 

 教育訓練を受講することで、これまでの経験を活かしつつ、新たなスキルや資格を

身につけることができます。 

 自身の強みを増やし、再就職の選択肢を広げることが可能になります。 

 失業給付を上手に活用して、生活の安定を図りながら、スムーズな再就職に向けて

準備を進めましょう。 

 

再就職手当の取扱いについて 
 再就職手当の支給要件の一つに、「離職理由による給付制限を受けた場合は、待期

満了後１か月間については、ハローワーク等または許可・届け出のある職業紹介事

業者等の紹介により就職したものであること」とありますが、令和７年４月１日以

降に給付制限期間が１か月となった場合も、当該条件を満たす必要があります。 

 令和７年４月１日以降、「給付制限の解除」が適用されて基本手当を受給できる方

についても、「待期満了後１か月間については、ハローワーク等または許可・届け

出のある職業紹介事業者等の紹介により就職したものであること」の条件を満たす

必要があります。 

 

・再就職手当は、基本手当の所定給付日数の３分の１以上の支給日数を残して、安定

した職業に就き、支給要件を全て満たした場合に支給されます。 

・雇用保険の求職者給付のうち、失業の状態にある期間について支給する手当を「基

本手当」といいます。 

・基本手当を受けることができる日数の上限は離職日における年齢、雇用保険被保険

者期間、離職理由等により定められています（これを「所定給付日数」といいます）。 

・ハローワークインターネットサービスの「オンライン自主応募」は、ハローワーク

による職業紹介に該当しません。 

・高年齢求職者給付金、特例一時金を受給される方は再就職手当の対象となりません。 

 再就職手当の支給要件の一つに、「離職理由による給付制限を受けた場合は、待期

満了後１か月間については、ハローワーク等または許可・届け出のある職業紹介事

業者等の紹介により就職したものであること」とありますが、令和７年４月１日以

降に給付制限期間が１か月となった場合も、当該条件を満たす必要があります。 

 令和７年４月１日以降、「給付制限の解除」が適用されて基本手当を受給できる方

についても、「待期満了後１か月間については、ハローワーク等または許可・届け

出のある職業紹介事業者等の紹介により就職したものであること」の条件を満たす

必要があります。 



 

 

 

 

 

 
  

 当組合は建設業に従事する一人親方を募集しております。特

別加入に加入すると仕事中や通勤途中の傷病については治療

に要した費用が支給されたり、休業補償（休業４日目以降）や

障害年金等の給付が受けられます。安心して働いていただく為

にも是非ご加入の検討を宜しくお願い致します。 

 尚、保険料や保険給付の内容等につきまして、詳細をお尋ね

の方や、労働保険に関するご相談がありましたらお気軽に当経

営センターまでお問い合わせ下さい。 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 今年の９月から翌年８月までの社会保険料を決定する「算定基礎」の受付の季節と

なりました。 

 ６月下旬に日本年金機構より、順次お知らせが届いておりますが、現在、委託されて

いない事業所で、算定基礎の届出をご希望の事業所につきましては、ご一報ください。 

  

なお、賞与を支給される場合、被保険者負担分につきましては、下記の率で控除 

してください。 
 

 被保険者負担分      （令和８年７月現在） 

健康保険 
厚生年金

保険 
雇用保険 

介護保険第２号 

非該当被保険者 

介護保険第２号 

該当被保険者 

子ども・子育て

支援金 
一般被保険

者 
一般の事業 建設の事業 

５．０６５％ ５．８７５％ ０．１１５％ ９．１５％ ５／１０００ ６／１０００ 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 



無
料
法
律
相
談
を
ご
希
望
の
方

は
、
当
経
営
セ
ン
タ
ー
ま
で
、
お
気
軽

に
お
申
込
み
下
さ
い
。 

 
ご
予
約
の
際
は
、
相
談
日
の
二
日

前
ま
で
に
ご
連
絡
下
さ
い
。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相 談 日 担 当 弁 護 士 時  間 

７

月 
２日（木） 井 上 健 策 午後５時～ 

８

月 
６日（木） 井 上 健 策 午後５時～ 

９

月 
３日（木） 井 上 健 策 午後５時～ 

10

月 
１日（木） 井 上 健 策 午後５時～ 

組
合
員
の
皆
様
に
は
、
日
頃
よ
り
経
営
セ
ン
タ
ー
の
活
動
に
ご
理
解
と
ご
協
力
を
賜

り
、
誠
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。 

7
月
を
迎
え
、
暑
さ
も
本
格
的
に
な
っ
て
ま
い
り
ま
し
た
。 

組
合
員
の
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
日
々
の
事
業
活
動
に
ご
尽
力
さ
れ
て
い
る
こ
と

と
存
じ
ま
す
。 

新
年
度
が
始
ま
っ
て
か
ら
早
く
も
3
か
月
が
経
過
い
た
し
ま
し
た
。 

物
価
高
騰
や
人
手
不
足
、
各
種
制
度
改
正
へ
の
対
応
な
ど
、
中
小
企
業
を
取
り
巻
く
環

境
は
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
が
続
い
て
お
り
ま
す
。 

そ
の
よ
う
な
中
で
、
当
経
営
セ
ン
タ
ー
は
、
創
設
当
初
の
理
念
で
あ
る
「中
小
企
業
の
頼

れ
る
相
談
先
」と
し
て
、
税
務
・労
務
・行
政
手
続
き
・法
務
に
関
す
る
ご
相
談
を
お
受
け

し
、
組
合
員
の
皆
様
の
実
情
に
即
し
た
サ
ポ
ー
ト
に
努
め
て
お
り
ま
す
。 

今
後
も
、
職
員
一
同
が
力
を
合
わ
せ
、
組
合
員
の
皆
様
に
安
心
し
て
ご
相
談
い
た
だ
け

る
身
近
な
窓
口
で
あ
り
続
け
ら
れ
る
よ
う
、
よ
り
一
層
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。 

暑
さ
厳
し
き
折
、
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
く
れ
ぐ
れ
も
ご
自
愛
い
た
だ
き
ま
す
と
と

も
に
、
事
業
の
ま
す
ま
す
の
ご
発
展
を
心
よ
り
お
祈
り
申
し
上
げ
ま
す
。 

今
後
と
も
経
営
セ
ン
タ
ー
を
お
気
軽
に
ご
活
用
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
、
よ
ろ
し
く
お
願

い
申
し
上
げ
ま
す
。 


